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2024年は全労連最賃アクションプラン4か年計画の最終年。1月に開会する通常国会への
法案提出を目指し、全国で国会議員、政党への要請・懇談に取り組んでいます。
県労連も昨年11月から６人の国会議員、政党代表と懇談を行い、全労連が考える法改正

４つのポイントを説明し、法案提出を要請しました。

しのはら孝 衆院議員(立民・長野1区・比例北陸信越B)

11/18に長野市内の議員事務所で懇談し、甘田
パ臨連代表（コープネットG労組）、阿藤長野労
連、岩谷事務局次長の3名が参加しました。
篠原議員とは法改正４つのポイントの2つ目の

「生計費」について話が広がりました。
県労連の実施した生計費試算調査の結果を「実

感の通り」と評価した上で、国の標準生計費につい
ては、調査方法が不明で毎年数値が大きく変わるとういう問題点を「母数が少ないのでない
か。こういった調査は対面で丁寧行わなければならないが、国は手を抜きたがる」
「良い政策は良いデータから」と長年の行政経験に裏打ちされた知見から現行法の不備を鋭
く指摘しました。

むたい俊介衆院議員(自民・長野2区・比例北陸信越B)

務台議員とは12月2日に松本の議員事務所にて懇
談。コープネットグループ労組甘田書記長が、県
労連からは茂原事務局長、松本地区労連からも高
橋事務局長幹事(全医労)の3人が参加しました。
懇談では、自民党の最賃一元化議連と務台議員の
活動や考えについても交流し、議連の提言と厚労
省からの回答も情報提供いただきました。

務台議員は、最賃一元化（全国一律）を進める上でネックとなる中小企業の負担増について
は政治が行うべきことであり、財源を確保しなければならない。現状の地域格差を放置した
ままでは外国人技能実習生に関する法改正（条件付きの転職解禁）が行われると地方から都
市へ労働力がさらに移動してしまうという新たな問題が浮上してきて、このままでは地方か
ら人がいなくなり、地方がなりたたなくなるという危機感から最賃一元化を強く主張し活動
しているとのことでした。
全国一律化の実現に向けては地方の危機という点で、知事会から意見書を挙げるなどの方法
が有効だと話していましたが、現状知事が最賃について意見書をあげているのは２県だけ。
長野県の阿部知事も認識は弱いとも話していました。
全労連の掲げる４つの法改正のポイントと自民党一元化議連の提言は一致することが多く、
一刻も早く全国一律の実現を目指すという点を確認し懇談を終了しました。

全国一律最賃を実現しよう！
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羽田 次郎 参院議員(立民・長野選挙区)

神津たけし衆院議員(立民・長野3区・比例北陸信越B)

12/9上田市の事務所で懇談。県労連からは
細尾議長、甘田コープネットグループ労組長
野県支部書記長（県労連パ臨連代表、岩谷
事務局次長が参加しました。
はじめに細尾議長より法改正の必要性につ

いて説明、甘田書記長からは、同じ仕事をし
ていて、組合も同じなのに県によって格差が
あり、物価高騰が続くなかで組合員の不満は大

きくなっていると最賃近傍で働く労働者の実態を訴えました。

羽田、神津両議員は、23春闘の結果が3.58％に留まり物価高騰に追いついていないことをあ
げ、賃上げが進んでいない現状に問題意識をもっているとし、最賃制度については「全国
チェーン店では価格は同じなのに、賃金が地域によって違うといのは違和感がある」「零細
事業者からの声を聞くと大幅な最賃の引き上げには耐えられない。引き上げにあたっては中
小企業支援が重要」など多くの点で一致しました。
中小企業支援の財源については国会情勢を交え防衛費の増額は金額ありきで進めているの

だから、政治が決断すれば実現可能との考えを示しました。

井出ようせい(自民・長野3区)

井出議員とは12/20上田事務所で懇談。県労連から
は、甘田ｺｰﾌﾟﾈｯﾄｸﾞﾙｰﾌﾟ労組長野県支部書記長、斉京
副議長、成瀬上小労連事務局、岩谷事務局次長が参
加しました。
成瀬さんは東京から長野にＵターンし、両地で非

正規労働を経験した立場から「地方で非正規だとダ
ブルワークでなければ生活できず、休みもお金もな
い」と賃金格差が地方での生活から希望を奪ってい
る実態を訴えました。

井出議員は現行の最低賃金制度について、技能実習生制度の見直し(条件付きの転職解禁)にあ
たり、改めて地域間格差による労働力の流出を懸念している。またジェンダー平等という点
からも課題があると現状への認識を示し、一律化し引き上げていく上での課題として、「最
賃をあげることに反対をする人はいないが、一方で中小企業からは人件費高騰への悲鳴が上
がっている」と中小企業支援を挙げました。
全労連の掲げる社会保険料減免を柱とした中小企業支援策については、財源の確保が課題

とし、自民党一元化議連で事務局長を務める務台議員と情報交換しながら研究したいと前向
きなお返事をいただきました。



長野県労働組合連合会（県労連）
長野市県町593 Rinks593 ３F ℡026-217-9071 Fax026-217-9073

✉ krn@mx2.avis.ne.jp  http://kenrouren.assrv.com/

県労連情報
発 行
2024年
1月5日
46-⑤

日本共産党藤野保史氏（前衆院議員） 

日本共産党との懇談では前衆院議員の藤野保史
氏に来訪していただきました。県労連からは細尾
議長、茂原事務局長、岩谷事務局次長が参加しま
した。
最賃法改正4つのポイントについてはどれも一

致し、金額も世界基準は2,000円の時代に入った
ことなど多くの課題を共有できました。

焦点である中小企業支援の財源について藤野氏は、共産党は以前より増え続ける大企業の内
部留保の活用を主張してきたが、この間の政権は最賃をはじめ昭和型社会保障制度の見直し
には手をつけず、消費増税など国民負担を社会保障財源としてきたと批判。一方で自民党税
制調査会までが内部留保に触れ、法人税減税は失敗だったとまで踏み込んで言及したことを
挙げ、風向きが変わっているとの見方を示しました。

しかし内部留保への課税を具体化するという方針にはなっていません。細尾議長はそこを
突破するため、24春闘でフランスの年金デモや全米自動車労組のストのような盛り上がりを
つくっていきたいと決意語り、藤野氏から共産党も連帯していくと激励いただきました。

今後、社民党長野県連（1/26）、下条みつ衆院、杉尾秀哉
参院とも懇談を予定（日程調整中）しています。
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